
第61期 IDECグループ 中間報告書
株主の皆さまへ 

2007年4月1日～2007年9月30日



　皆さまには平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

第61期中間のIDECグループ業績概要をご報告申しあげます。

　IDECグループでは、2006年3月期より3年間の中期経営計画の

中で、これまで培ってきた技術基盤を活かしつつ、他社との業務提

携等をより積極的に推進し、「事業領域の拡大と新たな成長」を目

指し、さらに強固な経営基盤の確立および事業の拡大、収益構造の

変革に取り組んでいます。

　その最終年度となる当中間期のグループ業績ですが、前年同期

と比べ、引き続き増収基調を維持する中で、利益面では、営業利益、

純利益が増益となったものの、為替の影響等もあり、経常利益は若

干の減益という物足りない結果に終わりました。一定の成果は残

せたものの、様々な課題も残しており、その結果の分析、反省を急

ぐと同時に、それを今後の戦略展開に活かし、中期経営計画のラス

トスパートに向けて邁進したいと考えています。そして、｢制御安全

技術｣「金型および精密部品加工技術」「自動組立・ロボット応用技

術｣など当社がこれまで培ってきた要素技術をフルに活用し、IDEC

が提唱するテクノロジーテーマである〈4つのbeyond…〉、『安全・

防爆規格インテリジェンス』『テクノロジー・イノベーション（制御

技術の進化）』『トレーサビリティ・新事業（制御との融合）』『もの

づくり次世代生産技術』をベースに、幅広いお客様に対しグループ

総力を上げてトータルオートメーションを提供していきます。それ

が、今後の業績に大きく寄与するとともに、制御機器事業のみなら

ず、新たな事業領域での事業規模の拡大と成長に繋がり、必ずや真

のグローバル企業グループへと飛躍を遂げる礎となるものと信じ

ています。 

　株主の皆さまへの配当方針ですが、IDECでは、財務体質と経営

基盤の強化を図るとともに、皆さまに対する安定的な配当の維持

ならびに適正な利益還元の実施を経営の最重要施策の一つと認識

して、中長期的な観点で株主資本利益率および株主資本配当率の

向上に努めています。また、内部留保についても、事業展開を勘案

し、中長期的展望に立った研究開発投資、生産合理化投資、情報化

投資等に有効活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化にも

取り組んでいます。以上の方針を踏まえたうえで、日ごろの株主の

皆さまのご支援にも応えるべく、中間配当金につきましては普通

配当ベースで、4期連続の増配となる１株当たり30円と決定し、また

年間配当金も1株当たり60円（期末配当金＝1株当たり30円）と、

期初の計画どおり5期連続の増配を実施することを予定しています。

　株主の皆さまにおかれましては、今後も新たな展開を迎える

IDECに、より一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようよろしくお願い

申しあげます。

　　　　2007年11月　代表取締役会長兼社長

株主の皆さまへ 
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14,897

29,626

14,729

16,069

31,377

15,308

16,985

33,584

16,599

35,500

17,110

18,390

■ 売上高（単位：百万円） ■ 営業利益（単位：百万円） 

■ 1株当たりの配当（単位：円） ■ 1株当たりの当期純利益（単位：円） 

■ 下半期　■ 上半期 ■ 下半期　■ 上半期 

■ 下半期　■ 上半期 ■ 中間配当金　■ 期末配当金　■ 記念配当金 



■ 製品別売上高（連結） 

■ ■ 制御機器製品　　　　 
■ ■ 制御装置及びFAシステム製品　 
■ ■ 制御用周辺機器製品　 

■ ■ 防爆・防災関連機器製品　 
■ ■ その他の製品 
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営業の概況 

　当中間連結会計期間におきましては、世界経済の堅調な伸びが

続いたものの、国内民間設備投資需要が停滞感を強めた結果、国

内売上高は、制御用操作スイッチ・表示灯等の主力製品を中心に売

上高が減少し、前年同期比0.4％減の107億2千6百万円となりまし

た。一方、海外売上高は、欧州地域、中国・アジア地域での需要が

順調に伸張したことに加え、北米地域でも前年に引き続き堅調な

推移となり、プログラマブルコントローラやリレーが伸張した結果、

前年同期比9.6％増の63億8千3百万円となりました。以上の結果、

グループ全体の売上高は、前年同期比3.1％増の171億1千万円と

なりました。

　コスト面では、非鉄金属を中心とした原材料等の価格上昇に伴

う売上原価への影響は依然として強く、数々のコストダウン施策を

推進しているにもかかわらず、売上原価率は、前中間期に比べ0.1

ポイント上昇（前中間期50.9％が当中間期51.0％）しました。そのよ

うな状況下で利益面において営業利益は、一般管理販売費の増加

にもかかわらず、増収効果により前年同期比2.0％増の21億3千7百

万円と健闘しましたが、経常利益は、為替差損の発生により前年同

期比5.4％減の21億2千万円となりました。中間純利益は、前年同

期比18.2％増の12億1千2百万円となっています。

　下半期については、原材料等の価格高騰のコスト上昇圧力は続き、

サブプライムローン問題の世界経済への悪影響なども不安視され、

今後の経済動向は、より一層不透明感が増すものと予測しています。

そうした中で、IDECグループは、新規事業分野進出への基盤構築

と新規事業の早期業績貢献を推進するとともに、既存の制御機器

事業においても、新製品のより一層の販売促進、生産技術力の進

化を背景とした高付加価値商品の価格競争力強化、中国を中心と

してアジア地域でのより一層の販売力および生産能力の強化など

を推進し、業績の向上を目指します。

当中間期の概況と今後の見通し 

「制御用操作スイッチ」「表示灯」など一部の主力製品の売上

が若干減速しましたが、「汎用リレー」などが引き続き好調で、

前年同期比1.3％増となりました。

製品別売上高 

■ 制御機器製品 

海外向けOEM製品「プログラマブルコントローラ」および「ディ

スプレー」などが大幅に伸長し、前年同期比11.8％増となりました。 

■ 制御装置及びFAシステム製品 

「スイッチング電源」などが好調でしたが、全体的には調整色を

強め、前年同期比2.1％減となりました。 

■ 制御用周辺機器製品 

全般的に受注の選別化を進め、ビジネスの効率化を目指したこ

とが影響し、前年同期比4.2％減となりました。 

■ 防爆・防災関連機器製品 

 

海外生産品などが大きく伸び、前年同期比15.6％増となりました。
■ その他の製品 

14,729

29,626

15,308

31,377

16,599

33,584

17,110

35,500



トピックス 

　省電力、長寿命、小型軽量、割れないといった優れた特長を持ち、

地球環境保護の観点からも従来の電球、蛍光灯に代わる、新しい

照明用光源として、今、ＬＥＤに大きな期待が寄せられています。

さらに低発熱で振動・衝撃に強くノイズ源とならない特長により

産業機械や設備での使用において非常に適した性質を持ってい

ますが、これまで、産業用途として悪環境で使用できる製品が無く、

開発・発売が待ち望まれていました。そこでIDECでは、産業用表

示灯向けにＬＥＤを作り続けてきた技術を用いて、新たに産業用

途として高効率白色ＬＥＤモジュールを開発し、工作機械、半導体

製造装置他、各種産業機械の“水・油・薬品・切削くずが飛散する

悪環境”での耐性に優れた「ＬＦ1Ａ形／高輝度ＬＥＤ照明ユニット」

を完成、発売しました。IDECが産業現場にまったく新しい光の波

をもたらします。

水・油・薬品が飛散する悪環境で使用可能な耐環境性重視の 
“高輝度LED照明ユニット“を発売

　IDECグループの米国IDECコーポレーションは、イタリア最大手

のセンサーメーカー、DATASENSOR SｐA（本社－イタリア　ボ

ローニャ市）と“協同ベンチャービジネス”の展開について９月に

調印を行いました。今回の“協同ベンチャービジネス”は、共同で「バー

チャルカンパニー」を立ち上げるという、今までの常識を破るユニー

クなもので、既にＦＡ（ファクトリー・オートメーション）用光電セン

サーの販売を米国市場で開始しています。この「バーチャルカン

パニー」は、お互いの資本参加を伴わず、共同で策定する事業計

画に基づいてビジネスを展開、損益計算書を作成し、そこからの

利益、経費、損失、リスクなどあらゆる責任を50：50で明確に折半

するというビジネスモデルです。実際の合弁会社などに比べ、圧

倒的なスピードで戦略展開が可能で、IDECが米国で培ってきた販

売、マーケティングのノウハウ、物流網などとDATASENSOR社の

センサーにおける高い技術力、開発力、生産力を結集し、ジョイン

トブランド「IDEC-DATASENSOR」として高機能、高品質のセンサー

を全米で販売していきます。米国市場でこのようなビジネスが軌

道に乗れば、今後は、さらに地域を拡大、IDECの制御機器製品も

擦り合せ、グローバルにトータルオートメーションを提供していき

たいと考えています。

イタリアのトップセンサーメーカーと米国にユニークな“協同ベンチャービジネス”を展開、 
米国市場で光電センサーの販売を開始 

LF1A形／高輝度LED照明ユニットIP67fタイプ
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連結財務諸表 

連結貸借対照表 

資産の部 
　流動資産 ……………………… 

　　現金及び預金 ……………… 

　　受取手形及び売掛金 ……… 

　　たな卸資産 ………………… 

　　繰延税金資産 ……………… 

　　その他 ……………………… 

　　貸倒引当金 ………………… 

 

　固定資産 ……………………… 

　　有形固定資産 ……………… 

　　　建物及び構築物 ………… 

　　　機械装置及び運搬具 …… 

　　　工具器具及び備品 ……… 

　　　土地 ……………………… 

　　　建設仮勘定 ……………… 

 

　　無形固定資産 ……………… 

　　　ソフトウェア …………… 

　　　その他 …………………… 

 

　　投資その他の資産 ………… 

　　　投資有価証券 …………… 

　　　長期貸付金 ……………… 

　　　繰延税金資産 …………… 

　　　その他 …………………… 

　　　貸倒引当金 ……………… 

 

 

 

 

 

 

資産合計 ……………………… 

23,395

7,899

7,148

6,923

921

531

△ 30

16,421

11,036

3,950

1,256

969

4,431

429

213

191

21

5,171

2,502

13

977

1,834

△ 156

39,817

科目 第61中間期
（2007年9月30日現在） 

第60中間期
（2006年9月30日現在） 

第60期（通期）
（2007年3月31日現在） 

24,227

8,509

6,961

7,373

951

474

△ 44

15,692

11,006

4,249

1,244

894

4,438

180

145

124

21

4,539

2,079

16

892

1,722

△ 171

39,919

23,388

7,490

7,419

7,152

934

449

△ 57

16,778

10,943

4,108

1,293

906

4,438

196

181

159

21

5,653

3,065

16

901

1,825

△ 155

40,166

負債の部 
　流動負債 ……………………… 

　　支払手形及び買掛金 ……… 

　　短期借入金 ………………… 

　　一年以内返済予定長期借入金 … 

　　未払法人税等 ……………… 

　　その他 ……………………… 

 

　固定負債 ……………………… 

　　長期借入金 ………………… 

　　退職給付引当金 …………… 

　　長期未払金 ………………… 

　　役員退職慰労引当金 ……… 

　　その他 ……………………… 

負債合計 ………………………… 

 

 
 
純資産の部 
　株主資本 ……………………… 

　　　資本金 …………………… 

　　　資本剰余金 ……………… 

　　　利益剰余金 ……………… 

　　　自己株式 ………………… 

 

　評価・換算差額等 …………… 

　　　その他有価証券評価差額金 … 

　　　為替換算調整勘定 ……… 

 

　新株予約権 …………………… 

 

　少数株主持分 ………………… 

純資産合計 ……………………… 

負債及び純資産合計 …………… 

9,022

3,569

1,266

－

705

3,481

1,257

－

1,183

－

71

2

10,280

29,582

10,056

9,690

15,303

△ 5,468

△ 263

△  282

18

14

204

29,537

39,817

科目 第61中間期
（2007年9月30日現在） 

第60中間期
（2006年9月30日現在） 

第60期（通期）
（2007年3月31日現在） 

（単位：百万円） 

8,289

3,986

132

97

496

3,575

1,564

－

1,343

221

－

－

9,854

29,690

10,056

9,627

14,431

△ 4,425

208

137

71

－

166

30,065

39,919

8,140

3,676

83

－

697

3,683

1,568

99

1,251

217

－

－

9,709

30,145

10,056

9,627

15,056

△ 4,594

126

20

106

7

179

30,457

40,166

   



06

連結損益計算書 

売上高 ………………………………………………………………… 

売上原価 ……………………………………………………………… 

販売費及び一般管理費 ……………………………………………… 

営業利益 ……………………………………………………………… 

営業外収益 …………………………………………………………… 

営業外費用 …………………………………………………………… 

経常利益 ……………………………………………………………… 

特別利益 ……………………………………………………………… 

特別損失 ……………………………………………………………… 

税金等調整前中間（当期）純利益 ………………………………… 

法人税、住民税及び事業税 ………………………………………… 

法人税等調整額 ……………………………………………………… 

少数株主利益 ………………………………………………………… 

中間（当期）純利益 ………………………………………………… 

17,110

8,720

6,251

2,137

167

184

2,120

12

130

2,001

623

137

28

1,212

科目 第61中間期
（2007年4月1日から2007年9月30日まで）

第60中間期
（2006年4月1日から2006年9月30日まで） 

第60期（通期）
（2006年4月1日から2007年3月31日まで） 

16,599

8,445

6,058

2,094

277

131

2,240

304

894

1,650

443

162

18

1,025

33,584

17,181

12,044

4,359

490

270

4,579

524

922

4,181

1,286

248

29

2,616

連結株主資本等変動計算書　当中間連結会計期間（2007年4月1日から 2007年9月30日まで）

2007年3月31日残高 
 
中間連結会計期間中の変動額 
 
　剰余金の配当 
 
　中間純利益 
 
　自己株式の取得 
 
　自己株式の処分 
 
　株主資本以外の項目の中間連結 
　会計期間中の変動額（純額） 
 
中間連結会計期間中の変動額合計

2007年9月30日残高 

10,056

－ 

10,056

項目 新　株 
予約権 

少数株主 
持　分 

純資産 
合　計 

株主資本 評価・換算差額等 

資本金 

（単位：百万円） 

（単位：百万円） 

9,627

63

63

9,690

15,056

 
 

△965

1,212

247

15,303

△4,594

 
 
 

△1,106

233

△873

△5,468

30,145

 
 

△965

1,212
 

△1,106

296

－
 
 

△563

29,582

20

 
 
 
 
 
 
 

△302
 

△302
 

△282

106

 
 
 
 
 
 
 

△87
 

△87
 

18

126

－

－ 
 

－ 
 

－ 
 
 

△389
 

△389
 

△263

資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 
合　計 

その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

7

6

6

14

179

25

25

204

30,457

 
 

△965

1,212
 

△1,106

296
 
 

△357
 

△920

29,537



△ 673

3

△ 29

△ 17

－

－

3

－

△ 51

△ 765

1,084

△ 1,104

296

△ 961

△ 1

△ 686

△ 18

408

7,490

7,899

第61中間期
2007年4月1日から
2007年9月30日まで

第60中間期
2006年4月1日から
2006年9月30日まで

第60期（通期）
2006年4月1日から
2007年3月31日まで 

△ 298

9

△ 61

△ 329

341

△ 1

2

△ 500

△ 16

△ 854

△ 136

△ 935

14

△ 813

－

△ 1,870

24

△ 3,032

11,541

8,509

△ 643

12

△ 140

△ 1,769

806

△ 3

5

△ 500

△ 115

△ 2,347

△ 186

△ 1,106

16

△ 1,778

－ 

△ 3,054

70

△ 4,051

11,541

7,490

( )( )( )
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連結財務諸表 

連結キャッシュ・フロー計算書 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
　　税金等調整前中間（当期）純利益 … 

　　減価償却費 ………………………… 

　　貸倒引当金の減少額（△）………… 

　　退職給付引当金の減少額（△）…… 

　　役員退職慰労引当金の増加額 …… 

　　受取利息及び配当金 ……………… 

　　支払利息 …………………………… 

　　為替差損益 ………………………… 

　　持分法による投資損益 …………… 

　　保険差益 …………………………… 

　　投資有価証券売却益 ……………… 

　　役員退職慰労金 …………………… 

　　固定資産売却益 …………………… 

　　固定資産売却損 …………………… 

　　固定資産廃棄損 …………………… 

　　売上債権の減少（又は増加額（△））… 

　　たな卸資産の減少額（又は増加額（△））… 

　　仕入債務の減少額（△）…………… 

　　長期未払金の減少額（△）………… 

　　その他 ……………………………… 

　　小　計 ……………………………… 

　　利息及び配当金の受取額 ………… 

　　利息の支払額 ……………………… 

　　保険金の受取額 …………………… 

　　役員退職慰労金の支払額 ………… 

　　法人税等の支払額 ………………… 

　営業活動によるキャッシュ・フロー … 

2,001

480

△ 27

△ 68

71

△ 101

33

△ 26

47

△ 10

－

－

△ 2

0

3

252

227

△ 13

△ 217

△ 309

2,341

125

△ 53

44

－

△ 578

1,879

科目 
第61中間期
2007年4月1日から
2007年9月30日まで

第60中間期
2006年4月1日から
2006年9月30日まで

第60期（通期）
2006年4月1日から
2007年3月31日まで 

1,650

382

△ 8

△ 18

－

△ 69

32

△ 25

△ 9

△ 120

△ 184

878

－

0

9

△ 454

△ 391

△ 662

△ 244

△ 196

569

88

△ 58

506

△ 878

△ 559

△ 331

4,181

816

△ 10

△ 110

－

△ 146

67

△ 26

1

△ 120

△ 402

878

△ 0

0

36

△ 875

△ 140

△ 1,035

△ 248

△ 55

2,809

166

△ 72

506

△ 878

△ 1,250

1,281

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
　　有形固定資産の取得による支出 … 

　　有形固定資産の売却による収入 … 

　　無形固定資産の取得による支出 … 

　　投資有価証券の取得による支出 … 

　　投資有価証券の売却による収入 … 

　　長期貸付による支出 ……………… 

　　長期貸付金の回収による収入 …… 

　　長期性預金の預入による支出 …… 

　　その他 ……………………………… 

　投資活動によるキャッシュ・フロー … 

 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
　　短期借入金の増減額 ……………… 

　　自己株式の取得による支出 ……… 

　　自己株式の売却による収入 ……… 

　　配当金の支払額 …………………… 

　　少数株主への配当金の支払額 …… 

　財務活動によるキャッシュ・フロー … 

 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 … 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(又は減少額(△)) … 
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 … 
Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 … 

科目 ( )( )( )

（単位：百万円） 



個別貸借対照表 

資産の部 
　流動資産 ……………………… 
　固定資産 ……………………… 
　　有形固定資産 ……………… 
　　無形固定資産 ……………… 
　　投資その他の資産 ………… 
資産合計 ………………………… 
 
負債の部 
　流動負債 ……………………… 
　固定負債 ……………………… 
負債合計 ………………………… 
 
純資産の部 
　株主資本 ……………………… 
　評価・換算差額等 …………… 
　新株予約権 …………………… 
純資産合計 ……………………… 
負債及び純資産合計 …………… 

15,192
16,385
8,648

191
7,545

31,578

7,556
1,179
8,735

23,110
△ 282

14
22,842
31,578

第61中間期
（2007年9月30日現在） 

第60中間期
（2006年9月30日現在） 

第60期（通期）
（2007年3月31日現在） 

08

個別財務諸表 

個別株主資本等変動計算書　当中間会計期間（2007年4月1日から 2007年9月30日まで）

2007年3月31日残高
 
当中間会計期間中の変動額 
 
　剰余金の配当 
 
　中間純利益 
 
　自己株式の取得 
 
　自己株式の処分 
 
　株主資本以外の項目の当中間  
　会計期間中の変動額（純額） 
 
当中間会計期間中の変動額合計

2007年9月30日残高 

10,056

－ 

10,056

項目 そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

純資産 
合　計 

新　株 
予約権 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

株式資本 評価・換算差額等 

資本金 

（単位：百万円） 

9,613

－ 

9,613

8

63

63

71

9,622

 
 

－ 
 

－ 
 

－ 
 

63

－

63

9,685

9,023

 
 

△963

763

－

－

－
 

△199

8,823

2,328

△963

763

△199

2,129

4,650

－

4,650

1,031

－

1,031

△4,584

 
 
 
 

△1,104

233

 
△871

 
△5,455

24,118

 
 

△963

763
 

△1,104

296

－
 

△1,007

23,110

資　本 
準備金 

そ の 他 
資本剰余金 

資本剰余金 
合　計 

1,012

－

1,012

利益準備金 退職給与 
積立金 

別　途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合　計 

自己株式 株主資本 合　計 

7

6

6

14

20

－

－

－

－

△302

△302

△282

20

△302

△302

△282

24,145

 
 

△963

763
 

△1,104

296
 
 

△295
 

△1,303

22,842

科目 

17,115
15,470
8,448

122
6,899

32,586

6,825
1,469
8,294

24,153
137
－

24,291
32,586

15,656
16,552
8,469

156
7,926

32,209

6,686
1,377
8,063

24,118
20

7
24,145
32,209

（単位：百万円） 個別損益計算書 

売上高 …………………………… 
売上原価 ………………………… 
販売費及び一般管理費 ………… 
営業利益 ………………………… 
営業外収益 ……………………… 
営業外費用 ……………………… 
経常利益 ………………………… 
特別利益 ………………………… 
特別損失 ………………………… 
税引前中間（当期）純利益 …… 
法人税、住民税及び事業税 …… 
法人税等調整額 ………………… 
中間（当期）純利益 …………… 

12,744
6,923
4,495
1,325

238
90

1,473
10

244
1,239

403
71

763

科目 

12,954
7,212
4,408
1,333

323
76

1,581
304
913
972
216
167
587

25,769
14,374
8,623
2,771

533
150

3,155
522
951

2,727
821
217

1,687

（単位：百万円） 

第61中間期
2007年4月1日から
2007年9月30日まで ( )

第60中間期
2006年4月1日から
2006年9月30日まで( )

 第60期（通期）
2006年4月1日から
2007年3月31日まで ( )



会社名（所在地） 資本金 持株比率 主要な事業内容 

舩木　恒雄 
舩木　俊之 
舩木　幹雄 
山根　寿一 
豊蔵　　亮 
中川　　剛 
（株）東芝 常任顧問  

古川　正行 
丸山　雄平 
谷口　弘一 
阪本　政敬 

名誉会長 

代表取締役会長兼社長 

代表取締役専務 

取締役 

社外取締役 

社外取締役 

 

常勤監査役 

社外監査役 

社外監査役 

社外監査役 

舩木　俊之 
舩木　幹雄 
 
藤田　慶二郎 
藤田　俊弘 
ピート・タランティーノ 

土谷　泰三 
佐々木　清徳 
北山　英幸 
 
三笠　洋補 
寺田　健治 
川瀬　重和 
中野　智之 

代表執行役員 

専務執行役員 

常務執行役員 

 

 

 

 

 

 

執行役員 

IDEC株式会社 
IDEC CORPORATION 
1947年3月26日
10,056,605,173円
連結1,858名（2007年9月30日現在）特定社員・臨時社員含まず
東京証券取引所第1部・大阪証券取引所第1部
〒532-8550 大阪市淀川区西宮原1丁目7番31号
電話06-6398-2500（代表）
〒108-0075 東京都港区港南4丁目1番8号（リバージュ品川）
電話03-5782-7690（代表）
アイデック技術研究センター
筑波、京都、福崎、滝野
札幌、仙台、郡山、高崎、宇都宮、大宮、水戸、東京、多摩、横浜、
三島、松本、新潟、富山、金沢、浜松、豊田、名古屋、京都、大阪、
神戸、岡山、福山、広島、四国、北九州、福岡、熊本
浜松、竜野 

社名 

英文社名 

設立 

資本金 

従業員数 

上場取引所 

本社 

 

東京本社 

 

技術研究センター 

事業所 

営業所 

 

 

物流センター 

名誉会長、取締役および監査役 業務執行メンバ－ 

会社の概要 

アイデックコントロールズ株式会社 （大阪府）
IDECパワーデバイス株式会社 （京都府）
IDECオプトデバイス株式会社 （京都府）
株式会社アイ・イー・エス （大阪府）
株式会社朝日制御 （愛知県）
IDECオートメーション株式会社 （東京都） 
IDEC DATALOGIC株式会社 （大阪府）
株式会社東研 （東京都） （ジャスダック上場）
IDEC CORPORATION （米国）
IDEC Elektrotechnik GmbH （ドイツ）
IDEC Electronics Limited （英国）
IDEC CANADA, LTD. （カナダ） 
IDEC Australia Pty, Ltd. （オーストラリア） 
IDEC HONG KONG Co., Ltd. （香港） 
IDEC IZUMI ASIA PTE LTD. （シンガポール）
台湾和泉電気股　有限公司 （台湾）
台湾愛徳克股　有限公司 （台湾）
蘇州和泉電気有限公司 （中国）
愛徳克電気貿易（上海）有限公司 （中国）
IDEC IZUMI （H.K.） Co., Ltd. （香港）
和泉電気自動化控制（深　）有限公司 （中国）
和泉電気（北京）有限公司（中国） 

セキュリティシステムの輸入・販売
電源機器、電子制御機器の開発・生産・販売
ＬＥＤ応用製品、電子機器用部品の開発・生産・販売
制御機器の艤装組立
制御機器の販売
トレーサビリティシステムの設計・開発・販売
制御機器の輸入・販売
バーコード関連事業・X線関連事業
制御機器の製造・販売
制御機器の販売
制御機器の販売
制御機器の販売 
制御機器の販売 
持株会社 
制御機器の販売
制御機器の販売
制御機器・部品の製造・販売
制御機器・部品の製造・販売
制御機器の販売
制御機器の販売
制御機器の販売
制御機器の販売 

170
90
20
10
10
80

300
1,134
4,800

102
750
50

1,125
5,000
1,000

15,000
60,000
5,850

300
15,600

200
200

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
千米ドル
千ユーロ
千英ポンド
千カナダドル 
千オーストラリアドル 
千香港ドル 
千シンガポールドル
千台湾ドル
千台湾ドル
千米ドル
千米ドル
千香港ドル
千米ドル
千米ドル 

100%
100%
100%
100%
100%
100%

50%
22%

100%
90%
96%

100%
100%
100%
100%

70%
100%
100%

70%
70%
70%
70%

（注） 1. IDEC DATALOGIC株式会社、株式会社東研は持分法適用会社です。
2. IDEC CANADA, LTD.およびIDEC Australia Pty, Ltd.はいずれもIDEC CORPORATION（USA）が100%出資しているグループ会社です。
3. 蘇州和泉電気有限公司には、台湾愛徳克股　有限公司が25%出資しています。
4. 愛徳克電気貿易（上海）有限公司、和泉電気自動化控制（深　）有限公司および和泉電気（北京）有限公司はいずれもIDEC IZUMI （H.K.） Co., Ltd.が100%出資しているグループ会社です。 

HR（人事）担当 

技術戦略担当 
（技術本部長） 

海外事業開発担当 

経営管理・社長室担当 

制御コンポーネンツ営業担当 
（制御コンポーネンツ東日本営業本部長） 

マーケティング担当 
（マーケティング戦略統括部長） 
生産担当 
（生産本部長） 

制御コンポーネンツ西日本営業本部長 

システムエンジニアリング事業担当 
（システムエンジニアリング事業本部長） 

品質保証担当 

（2007年9月30日現在） 



株主メモ 

HOME PAGE   http://www.idec.com/japan/ 証券コード6652
決算短信はインターネットの当社ホームページでご覧いただけます。 

事業年度

定時株主総会

配当金受領株主確定日

基準日

株主名簿管理人

同　事務取扱場所

（お問い合わせ先）

同　取次所

公告の方法

毎年4月1日から翌年3月31日までの1年

毎年6月

期末配当金　3月31日

中間配当金　9月30日

毎年3月31日

なお臨時に必要があるときはその都度公告します。

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社

〒530-0004 大阪市北区堂島浜一丁目1番5号

三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

0120-094-777（通話料無料） 

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国本支社

野村證券株式会社　全国本支店

電子公告により行います。

http://www.idec.com/japan/Ir/Koukoku

ただし、電子公告によることができない事故その他 

のやむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞 

に掲載いたします。 

○株式関係のお手続き用紙のご請求は、次の三菱UFJ信託銀行の電話

　およびインターネットでも24時間承っております。

　電話（通話料無料） 0120-244-479（本店証券代行部）

　 0120-684-479（大阪証券代行部）

　インターネットホームページ　http://www.tr.mufg.jp/daikou/




